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〔追記〕
　この原稿の提出後，私は1981年11月の理論・計量経済学会において本研究を
基にした応用一般均衡分析“An Applied General Equilibrium Analysis of
Japanese Indirect Tax System” の報告を行った。　その際，予定討論者の斎
藤光雄先生（神戸大学）から，外生変数の取扱いおよび推定結果の安定性につ
いて丁寧なコメントを載いた。斎藤先生には特に記して感謝の意を表したいと
思います。
　しかし，現在，産業連関表データを用いた多部門一般均衡モデルの推定の準
備を進めているので，斎藤先生の御意見はそちらに取入れさせていただくこと
にし，本稿はこの形で発表することにした。　　　　　（1981年11月15日記）
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ており，今日でも有用である。日本については，斉藤(1973)，斉藤・松尾
　(1979)や，習慣形成効果を明示的に取り入れた辻村・黒田(1974)，牧
　(1983)，(1986)等の研究がある。しかし，非耐久財やサービスにくらべ，
耐久財や家計貯蓄の推計精度が落ちることは共通的である。
　最後にわれわれの研究の位置づけを行っておこう。消費と貯蓄を切り離
して分析している点，合理的な消費者行動を前提にして一般均衡多部門モ
デルを構築しているなど今日の消費需要分析の特徴を備えている。しかし，
十分な長さの時系列データが得られ，誤差項の系列相関もあまり問題にな
らなかったなどの理由から分析は単純な２段階最小二乗法によっている。
この意味で, naiveな実証分析といえよう。しかし，第一に間接税制を分
析対象にモデル・ビルディングをしていること，第二に超過需要関数の導
出を配慮して統一的な部門分割をおこない需要，供給両関数の推定を行っ
たことは，他にない特徴であり応用面での価値を高めている。
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－タからも投げかけられた。すなわちKuznetsデータが明らかにした1869
年から1929年までの長期に渡ってアメリカの貯蓄率は安定していたという
事実は，従来あった家計調査データ（労働省）や短期時系列データ（商務省）
にろられる所得と貯蓄の傾向とは異なる動きであり，絶対所得仮説では説
明のつかない動きであった。これらを起因として，短期的にはあるいはク
ロスセクションでは貯蓄率は所得とともに変動するが，長期的には一定で
あるという３つの経験的事実を統一的に説明するマクロ消費理論を求め，
実証的に検証する試ろが展開された。
　この消費関数論争の過程で，所得ロ集計的所得そのものを用いる絶対所
得仮説(Keynesianタイプ），習慣形成を重視するModiglianiの仮説，消
費者の選好の相互依存関係をデモンストレーション効果として捉える相対
所得仮説(Duesenberry),富ないしは流動資産を考慮にいれるTobinの仮
説，あるいは主要説明変数である所得を定期的に収入として確実に入って
くると予想される恒常所得と臨時的に入ってくる変動所得に分けて考える
Friedman･の恒常所得仮説などさまざまな考え方が生ろ出された。また，
論争は予測の前提となっていたマクロ計量経済モデルの再検討を促し，消
費と貯蓄の構造に省察がなされるとともに，伝統的なミクロの消費者選択
理論との関係にも考察が加えられるきっかけになった12）。
　このように発展してきた今日の消費需要分析の特徴として，第一に消費
と貯蓄を切り離して分析すること，第二に新古典派ミクロ理論に立脚して
消費者行動を捉える一般均衡理論型モデルの構築が挙げられる。そして，
以上の特徴を備えた多費目消費需要の計量モデルとしてはStoneらの線形
支出体系が名高い。 Stoneは，ミクロ経済学の需要理論に基づき効用関数
を想定して需要関数を導出している。また実証分析にあたっては時系列デ
ータの観察期間の短さを補うためにプーリング法を採用していること，回
帰方程式の誤差項の系列相関を回避するためにCockrane=Orcutt法を用
いていることに特徴がある。これらの工夫は計測精度を高めるのに役立っ
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してクロスセクション分析により消費支出構造を解明したのロ対し，
Mooreなどの研究は部分均衡分析の視点から個々の商品の時系列データを
収集し，その商品の特徴を捉えようとしたところに特色がみられる。
　同じ時期に,理論と実証の融合をはかる試ろとして,限界効用や選好場の
測定も試みられた(Fisher, Frisch,Allen and Bow ley など）。彼らの分析は，
当時の理論の発展水準の資料や精度の制約もあって必ずしも成功したとは
いえないが今日の消費需要分析に大きな影響を及ぼしている。しかし，
1930年代以降急速な発展を遂げた計量経済学的方法による研究に影響を与
えたという観点からみると，その後の多くの実証研究の理論的支柱となっ
たHicks and Allen (1934）の需要理論を見落すわけにはいかない。 Hicks
and Allen は，消費者が消費から得る効用は各商品の彼の消費量の関数と
して表されると考え，消費者の合理的行動を前提にして，各商品の価格と
所得の関数として表される需要関数を導出した。さらに，価格変化が需要
量に与える影響は所得効果と代替効果に分けることができる(Slutsky分解）
ことを明らかにした。われわれの研究も基本的には彼らの考え方によって
いる。
　第二次大戦後にはマクロ消費関数に関していわゆる「消費関数論争」が
行われた。その発端は，戦時経済から平和経済への移行期におけるアメリ
カ合衆国のマクロ経済予測で，消費支出と失業者数の予測に失敗したこと
である。 1936年にKeynesの『一般理論』が出版され，国民所得データを
用いながら，単純な所得の一次式のマクロ消費関数（後に絶対所得仮説と呼
ばれる）を基盤にしたモデルが作られ，第二次大戦後のアメリカ経済の景
気予測が行われた(Hagen)。しかしこれは消費支出水準の過小評価と失業
者数の過大評価という結果をもたらし，モデルの安定性，とりわけ絶対所
得仮説に基づくマクロ消費関数の安定性に重大な疑念を抱かせることにた
った。
　また，絶対所得仮説にたいする疑問はKuznets (1942）の長期時系列デ
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に思われる。すなわち，商品５の供給関数において価格夕15の係数は正で
あるが商品15の供給関数における価格瓦の係数は負である。部門６と12
の間にも認められる同様の逆転現象は，各部門は実際には多数の商品を生
産しているので，部分均衡分析で観察されるような直截的な関係はここで
は期待し難いという事実によって説明されよう。
　最後に, (2-9)式の両辺の対数をとると対数の性質により
と書き換えられる。このことを利用して，以上で推定した需要，供給両関
数の差をとり各部門の超過需要関数を求めた。そして，外生変数とした輸
出については定数項で調整を計った。この結果は，表4-3に掲げた。記号
を説明しておくと，
である。これ以外の記号法は先の表と同じである。
　5.ま　と　め
　以上行った需要・供給両関数の推定は，今日の消費需要分析の中にどの
ように位置づけられるであろうか。消費需要にかんする研究は経済学の中
でも最も古い歴史を持つものの一つに数えられ，理論の研究に劣らず観察
データに基盤をおく実証分析も古くから盛んである。 Engel法則（1857）11）
や限界革命（1870年代）におけるJevons, Menger, Walrasらによる需要理
論の展開はそれぞれ実証研究，理論分析の古典的業績といえよう。また20
世紀に入ると時系列データによる需要分析が大規模に行われた（Mooreや
H. Schultzなど）。Engelなどによって行われた家計調査統計の分析が主と
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について，供給関数の大部分の部門について符号条件は満足されることが
確認された。しかし，精密機械（13），電力・ガス・水道(14)の２つの部門
の供給関数については，符号条件は成立しなかった。第13部門（精密機械）
では技術進歩による急激な供給価格の低下がその理由として考えられる。
他方，第14部門（電力・ガス・水道）はいわゆる公共サービス部門であり，
その価格は規制された認可価格であるため市場の需給関係を反映していな
いことが符号条件不成立の原因と考えられる。しかし，これらの部門につ
いても超過需要関数の自己価格の符号は負であり，したがって広い意味で
符号条件は満たされていると主張できよう（表4-3を参照のこと）。
　次に，需要関数における所得効果を見てろよう。商品７（建設･窯業・そ
の他製造），９（一般機械・重電), 12 (船舶・航空機）に対する需要の所得弾
力性は１をこえることが分かる。直観的に納得できるものもあるが　しか
し，これから直ちにこれらの商品は奢嗜品であると結論するのは早計であ
ろう。と言うのは，われわれのモデルでは一つの部門の一種類の商品を生
産していると仮定しているが現実には各部門は多数の商品をカバーして
おり，われわれの計測している需要や供給は多数の商品から構成されてい
る合成財に対ずるそれである。したがって，そのいくつかの商品は本当の
意味で奢嗜品であっても他の多くは奢嗜品ではないということも十分考え
られるからである。
　需要関数の交差価格効果については，部門１（一次産品）と３（その他の
食料品）の間には正（代替）の関係が，部門１と２（酒類）の間，部門11
　（自動車）と15（サービス）との間には負（補完）の関係がみられる。供給
関数では，部門４（たばこ）と10（家電），部門６（石油・石炭製品）と10が
正の関係を持ち，部門２と13（精密機械），部門７（建設・窯業・その他製造）
と８（金属・同製品），部門９（一般機極・重電）と11，部門11と13が負の関
係で結ばれている。しかし，供給サイドの部門５（繊維・紙製品・化学）と
15，部門６と12（船舶・航空機）の関係は一見したところ矛盾しているよう
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　4.計測結果と解釈
　前節で用意したデータを用いて，15部門の需要，供給両関数を構造方程
式とする時系列重回帰分析を行った。われわれの視点は，一般均衡理論の
枠組ろにおいて各部門の需要，供給が15部門の相対価格によってどのよう
に決定されるかを見ることである。前節で需要量，供給量の説明変数の一
つである集計的所得を(3-1)式のように定義したが　ここでは輸出を外生
的に扱っているので，回帰方程式(2-7)，(2-10)－(2-12)において因果関係
の単方向性は成立せず，したがって通常の最小二乗法を適用することはで
きない。すなわち，われわれのモデルは各部門の相互依存関係が連立方程
式体系として表される同時方程式モデルであり，回帰分析には２段階最小
二乗法を利用する必要がある。データのサンプル数(28年間の暦年データ)
に比べて説明変数の数が増したとき多重共線性の問題が生じ易くなるので，
分析はこれに留意しながら先ず全ての説明変数を入れて回帰計算をおこな
い，次々に説明力の小さい変数を外して行くという方法で行った。需要関
数の推定結果は表4-1に，供給関数の結果は表4-2にまとめてある。表中
の記号を説明すると。
　　　　const =定数項
であり，係数の下の（　）内の数値は当該変数のＺ値である。また，決定
係数は自由度修正済みの決定係数. D=W比はDurbin=Watson比である。
　先ず，符号条件を確認しておこう。ここで符号条件とは，需要関数にお
いては自己価格の係数は正符号であることが，また供給関数では負符号で
あることが期待されるという直観的な条件である。需要関数の全ての部門
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　最後は，間接税の従価税率４（需要者価格ハに占める間接税の割合）の推
計である。間接税率は税法に定められている。その多くは製造所からの移
出価格（いわゆる蔵出し価格）にたいする従価税率として定義されており，
小売価格にたいするものは少ない。また間接税の種類によっては従量税率
で定義されているものもある。さらに，税務統計は実務ベースで収録され
ており，新ＳＮＡデータやわれわれのモデルとは分類が異なる。これらの
理由にょり，そのままではわれわれの必要とするちとして利用することは
できない。そこで，国税庁『統計年報書』のデータをもとに『工業統計
表』，『物価指数年報』等によって加工してしを計算した。酒類（第２部門）
にたいする従価税率を例にとってむの導出方法を少し詳しく説明しよう。
われわれの求めるZ2はさまざまな酒にたいする間接税の需要者価格におけ
る負担割合の加重平均である。ここに，酒類とはアルコール分１度以上を
含んでいる飲料（フルコール専売法の適用を受けるアルコールを除く）と定めら
れ，原料と製造方法の差異によっていくつかの種類，品目に分類されてい
るlo）。そして，消費者の負担する酒類にかかる間接税は酒税と関税に大別
される。このうち酒税は，主として従量税率として定められているが製
造者価格を基準として税額が決定される従価税もある。従量税の基準税率
は，酒の種類によっては同じ種類の中でも，アルコール分（度数）によっ
て特級，一級，ニ級，あるいは甲類，乙類などと等級が分けられ，税率の
異なる場合がある。また関税にも，従価税としてかけられるもの，従量税
として課税されるものの両方がある。そこで最初の作業は，法定の税率を
　『物価指数年報』などを参考にして需要者価格に対する従価税率に換算す
ることである。次は，ウェイトを得ることである。これは，各種類の酒の
出荷額を『工業統計表』で調ベウェイトとした。最後に，このウェイトを
用いていま計算した各種類の酒にかかる間接税の負担割合の加重平均を計
算し，求める第２部門全体の間接税率らとした。表3-3に主な部門につい
てわれわれの試算した需要者価格に対する平均間接税率むを掲げる。
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われわれの仮定のもとでは，各部門の需要ならびに供給はそれぞれ代表的
消費者および生産者の行動と見なせるので，集計的所得の利用は正当化さ
れよう。ただ，（3-1）式により定義される集計的所得はマクロ経済学でい
う国民所得とは一致しないことを注意しておこう。すなわち，マクロ経済
学でいう国民所得jV7は，
と定義され，われわれのＹとは総輸入（j鴇の総和）の分だけ違いがある。
しかしその差は小さく（たかだか10パーセント）トレンドは一致しているの
で，第４節の計測では（3-1）式で計算される集計的所得を利用し，他の概
念との一貫性を保つことが心がけた。以上説明した加工方法によって，15
部門の需要，輸出，供給，および集計的所得の時系列を，実質値，名目値
の両者について導出した。
　需要者価格か，j＝1,……，15の時系列データについては，昭和50年を
100とする価格デッレーターを計算した。算出は,各商品の需要者価格につ･
いては，当該財の時系列データの名目値のシリーズDiを実質値のシリー
ズdiで除して求め，年々の価格デフレーターとするという方法で行った。
一般物価水準pの時系列としては，集計的所得のシリーズＹとｙを用いて
所得デフレーターを算出し，これを利用した。ただし，新ＳＮＡデータを
分割して得られた７部門のうち２と３（酒類とその他の食料品），部門11と
12（自動車と船舶・航空機）の２つのペアは『工業統計表』から算出した同
じ分割比率を用いて名目値，実質値の両シリーズを導出しているので，こ
の方法で価格デフレーターを計算ずると部門２と３，部門11と12の価格時
系列は一致してしまい，回帰分析が行えなくなる。この困難を避けるため･
に，酒類の自動車の価格データP%, Puは日本銀行『物価指数年報』およ
び総理府統計局『消費者物価指数年報』から採った。
　　　　　　　　　　　　　　－325（82）－
　　4.たばこ
　　　　　　　にれら2, 3,4の３部門は新ＳＮＡの食料品からたばこを控除した
　　　　　　後，『工業統計表』から算出した比率で２と３に分割した）
　　9.　一般機械・重電
　　10.　家電
　　　　　　（新ＳＮＡの電気機械を重電と家電とに分割し重電は新ＳＮＡの一般
　　　　　　機械と併せて９に，家電はそのまま10にした）
　　1L　自動車
　　12.　船舶・航空機
　　　　　　（以上11, 12の２部門は新ＳＮＡの輸送機械を分割し得た）
　このように定義された15部門について，われわれは，それぞれの需要，
輸出，供給の３項目のデータを必要とする。先にも述べたように新SNA
は10項目について与えられているので，この10項目を表3-2に示されてい
るように加え合わせたり，差いたりして必要な３項目の時系列を導出した。
　　　　　　　　　　　　表3-2項　目　の対応
　需要関数(2-7)および第11, 12部門の供給関数(2-12)の説明変数である
所得水準Ｙについては，昭和30から57年までの各年について全15部門の支
出を合計してそれぞれの年の集計的所得を求めこれを利用した。
　　　　　　　　　　　　　－326(81)－
の際の概念調整および分割比率の算出には通商産業省『工業統計表』を参
照した。『長期系列推計結果』からの加工は次の通りである（表3-1も見ょ）。
表3-1　部門の対応 (ａ)新ＳＮＡデータに修正
　を加えずに利用できる部
　門(3)
　　6.石油・石炭製品
　　13.　精密機械
　　14.電力・ガス・水道
(b)新ＳＮＡデータを統合
　して得られる部門的
　　1.　一次産品(新SNA
　　　　の農林水産品，鉱産品
　　　　の２部門を統合)
　　5.繊維・紙製品・化
　　　　学(新ＳＮＡの繊維製
　　　　品，パルプ・紙，化学
　　　　製品の３部門を統合)
　　　7.　建設・窯業・その
　　　　他製造(新ＳＮＡの窯
　　　　業・土石製品，その他
　　　の製造品，建設の３部門を統合）
　　8.　金属・同製品（新ＳＮＡの一次金属製品，金属製品の２部門を統合）
　　15.サービス（新ＳＮＡの卸売・小売，金融・保険，不動産，運輸・通信，
　　　サービスの５部門を統合）
（ｃ）新ＳＮＡデータを分割して得られる部門（7）
　　2.　酒類
　　3.その他の食料品
　　　　　　　　　　　　　　　－327（80）－
2｡　酒類
3.その他の食料品
4.たばこ
5.繊維・紙製品・化学
6.石油・石炭製品
7.建設・窯業・その他製造
8.　金属・同製品
9.　一般機械・重電
10.家電
11.　自動車
12.　船舶・航空機
13.　精密機械
14.電力・ガス・水道
15.サービス
　さて，(2-7)，(2-10)-(2-12)式によって特定された需要，供給両関数の
計測に必要とされるデータは，数量については，各部門(j＝1,‥…･, 15)の
需要di，輸出(外生)石，供給私所得ｙ(いずれも実質値)である。また，
価格については,各商品の消費者価格piと一般物価水準(所得デッレーター)
ｐであり，税率については間接税の従価税率むである。このうち数量デー
タについては，経済企画庁から発表されている『新ＳＮＡコモディティ・
フロー法による長期系列推計結果』を基本データとし，これを加工して必
要な時系列データを準備した。『長期系列推計結果』にはコモディディ・
フロー法商品統合分類法の中分類(22部門)に基づき10項目のデータが昭和
30年から57年までの毎年について暦年データとして報告さている(その22部
門については表3-1, 10項目については表3-2のそれぞれ左欄を参照)。したがって，
われわれの具体的な作業は新ＳＮＡデータに対して部門統合，分割を行っ
てわれわれのモデルの15部門のデータを導出することである。データ加工
　　　　　　　　　　　　　－328(79)－
と表せる。推定に際しては，需要関数にならって，供給関数も関数形を
と特定し，定数項constiや係数β負……脳を推定することにしよう。し
かし，一部ロはそのデータに極めて顕著な非線形性の見出される部門8)や
特異なトレンドのある部門があり，それらの部門の計測には別の形の関数
形を工夫した。すなわち，第４，５部門については自己の価格のニ乗積を
導入し重回帰の決定係数を高めた9)。
また，第11，12部門にたいしてはニ乗項に加えてさらに所得項も導入した。
　3.データの収集と加工
　前節では一般均衡理論の視点からわが国経済の多部門理論モデルを構成
したが実際に需要，供給両関数の関数形の計測あるいはそれに先立つデ
ータ収集にあたっては，部門分割を決めモデルを具体化しておく必要があ
る。ここで留意すべきことは，分析の目的にあったモデルを作ることであ
り，例えば間接税を分析対象とするならば，部門分割を考える際に税収に
占める各種間接税のウェイトを配慮しなくてはならない。また，入手でき
るデータの制約も考えなくてはならない。すなわち，利用できるデータの
種類，観察期間の長さ，およびデータの構造を考慮して，分析目的にあっ
たoperationalなモデル・ビルディングをおこなう必要がある。われわれ
の研究ではわが国の現行の間接税制を考慮して，以下の15部門モデルを構
成した。
　　　　1.　一次産品
　　　　　　　　　　　　　　－329（78）－
たがって,名目需要は１次同次関数）であるから7），（2-5）式の両辺を同じ正の
数で除しても等号は変わらずに成立する。ここでは両辺を一般物価水準p
で除して実質値タームの関係を求めることにしよう。
すなわち，第ｉ商品の需要の実質値ｄ?は，実質所得ｙと相対価格ベクト
ル（pJf)，……，pj夕）の関数として定式化される。ただし，ここの実質
需要は一般物価水準で測ったＤzかであり，通常定義される自己価格pzで
測ったＤｉＺ拓ではないことに注意してほしい。ここでデータの示す非線形
性を考慮に入れて関数形を特定する。具体的には，計量経済学の基本であ
る単純性と操作可能性を兼ね備えたものとして，対数線形を採用し（2-6）
式を
と特定し，回帰方程式の定数項constiや係数哨o……αむいを２段階最小二
乗法により推定することにする。
　供給についても同様に関数を実質タームで定式化できる。生産者はその
技術的な制約のもとで自己の利潤の最大化を図るように行動すると言う標
準的な仮説から，次のように供給関数を書くことができる。
ここに　ｓiは第ｉ商品の実質供給であり，のは第ｊ財の供給者価格であ
る。すなわち，各部門の実質供給量ｓ言耳目対価格ベクトル（ｑ1Zj），……，
ら/p）の関数として表される。第ｊ財の消費者価格pパこしめる間接税の
割合をらとすれば，供給者価格のは消費者価格pﾂﾞと間接税の割合ら
を用いて
－330（77）－
　　　　瓦　第ｉ財の支出
　　　　瓦　第ｉ財の供給
(いずれも名目値4))と定めると，
という関係が成立する。
　消費者は予算制約のもとで効用を最大にするように消費計画を立てると
いう新古典派ミクロ理論(Slutsky=Hicks=Allen)の標準的な消費者行動を
前提すると，第ｉ商品の消費Ｇは
によって与えられる。ここに，pjは第ｊ商品の消費者価格を，Ｙは名目所
得を表す。同様に，第ｉ商品の在庫品増加ゐと投資（固定資本形成）石は
それぞれ
と表される5)。　さて，第i商品の需要Ｄ,はこれら３つの構成要素を加え
合わせたものであるから，
と表され，所得と価格ベクトルによって説明されることが分かる。以下で
われわれが計測しようとするのは(2-5)式によって定義される需要Diで
あり，供給に見合う支出瓦ではない6)。
　以上，名目需要の需要関数について説明してきたが関数形を推定しそ
の解釈を行うには実質需要について分析を行うのが便利である。周知のよ
うに，新古典派理論に基づき導出された実質需要関数は０次同次関数(し
　　　　　　　　　　　　　－331(76)－
　本稿の構成は以下の通りである。次の節では，理論モデルが検討され需
要，供給関数の関数形が特定される。第３節では回帰分析に利用される時
系列データの加工，導出過程が説明される。計測結果とその解釈は第４節
で報告される。最後に，第５節では，消費需要関数の実証研究の歴史を振
り返り，本研究の位置づけを行う。
　2.理論モデル
　先ず，経済はが部門から成ると仮定する。ここに，nは正の整数である。
さらに，各部門は一種類の同質的な商品を生産していると仮定しよう。し
たがって，「商品」と「部門」という２つの用語は同義に使用することが
できる。また，経済には多数の消費者がおり，各部門には多数の生産者が
いると仮定し，彼らは競争的に行動すると考えよう。これらの仮定のもと
では，われわれは一般性を失うことなく代表的消費者（ないしは家計），代
表的生産者（ないしは企業）に注目して分析することができる。すなわち，
各種類の商品への需要は代表的消費者の合理的行動の結果と見なすことが
できるし，各部門の供給は当該部門の代表的生産者によるものと考えるこ
とができる。
　イントロダクションでも述べたように，需要は国内での最終消費（以下
では消費とよぶ），在庫品増加，固定資本形成（投資とよぼう）から成り，供
給は生産額マイナス中間消費，輸入，運輸・商業マージンから構成される。
均衡においてこのように定義された供給と釣り合うのは需要プラス輸出
　（これを支出とょぼう）であるから注意を要する。すなわち，ここで記号を
　　　　Ｇ　第ｉ財の消費（国内での最終消費）
　　　　ﾉi　第ｉ財の在庫品増加
　　　　八　第ｉ財の投資（固定資本形成）
　　　　ｘi第ｉ財の輸出（外生変数）
　　　　Di第ｉ財の需要
　　　　　　　　　　　　　― 332 (75) ―
から読ろ取れる総消費支出と所得の間に存在する密接な関係を説明しよう
とするマクロ経済学的なアプローチである。例えば，1950年代の消費関数
論争はこのアプローチを対象にしていた。第二は，ミクロ経済理論の視点
に立ち，一種類の商品についてその消費量をそれ自身の価格と所得によっ
て説明しようとするもので，部分均衡アプローチに基づくものである。他
方，生産関数は，生産要素(資本，労働など)と産出水準の間の技術的な関
係を説明しようとするものであり，各商品の生産量を彼説明変数とし，説
明変数には諸要素の投入量ないしは要素価格(資本レンタル，賃金率など)を
採ることが多い。これについても，マクロ的アプローチとミクロ的アプロ
ーチの両者が行われている。
　これらと比べ，われわれの研究は以下の特徴を持つと主張できよう。第
一に，消費，生産関数ではなく，超過需要関数の導出を念頭におきながら，
需要，供給両関数を推定している点である。ここで，需要は国内での最終
消費，在庫品増加，固定資本形成から構成され3)，供給は生産額マイナス
中間消費，輸入，運輸・商業マージンから成ると定義される。第二は，一
般均衡理論の枠組ろに基づいてモデルが構成されている点である。消費者
や生産者の合理的行動の仮説に基づいて導出された各商品の需要量，供給
量は価格，しかも全部門の価格の関数として説明される。第三に，間接税
制を考慮したモデル設定を行ったことである。最後に技術的なことである
が，われわれはこの昭和30年から57年までの期間をいくつかの部分に分割
することなしに全期間にわたる一本の推定式で関数形を計測することに成
功した。この期間にわが国経済は，高度成長を遂げ二度の石油危機を経験
するなど，数次にわたる大幅な構造変化を遂げていることを考えると，こ
のことは第四の特徴に挙げることができよう。以上の特徴に加え，統一的
な枠組みの中で，需要，供給両関数を計測したという事実は，例えば得ら
れた超過需要関数を直ちに応用一般均衡理論に利用することが可能になる
など，われわれの研究の利用面での価値を高めるものである。
　　　　　　　　　　　　　　－333(74)－
　　わが国の需要，供給両関数:ＳＮＡデータを
　　用いた計測＊
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　平　　裕
　　　　1.イツトロダクション
　　　　2.理論モデル
　　　　3.データの収集と加工
　　　　4.計測結果と解釈
　　　　5.まとめ
　1.　イントロダクション
　われわれは，わが国経済の多部門モデルを構築し時系列データを用いて
需要，供給両関数の計測を試みたので，その結果を報告したい。
　われわれの研究は次の順序で進められた。最初に，一般競争均衡理論の
視点から日本経済の15部門からなる多部門モデルを構成した。ここで一般
均衡理論の視点と言うのは，部門間の相互依存関係を考慮した各部門の需
要，供給量が経済主体の合理的行動から導出されていること，具体的には，
需要，供給両関数が当該部門の価格ばかりでなく，各部門の代替，補完，
競合関係を考慮して全15部門の価格を説明変数として定式化されているこ
とを指す。次に昭和30年から57年までの時系列データを加工して計測に必
要なデータを準備し，各部門の需要，供給両関数を計量経済学の手法によ
り推定した。このようにして求めた需要，供給両関数は，各部門の超過需
要関数の導出1)にも利用できるので，有用である。
　消費，生産両関数についｒは，これまでに数多くの実証研究が行われて
きており，わが国についてもいくつかの研究が報告されている2)。　これま
での消費関数の研究は２つのグループに大別されよう。第一は，統計資料
　　　　　　　　　　　　　― 334 (73) ―
